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（様式第１号）
制限付一般競争入札参加申込書

令和　　年　　月　　日

（宛先）姫　路　市　長

申　込　者

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　
[bookmark: _Hlk211343481]　　　　　　　　　　　（電話　　　　（　　　　）　　　　　　）（担当　　　　　　）
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　下記に係る制限付一般競争入札への参加を申し込みます。
　なお、書類の記載内容については、事実に相違ないことを誓約します。

記

	件名
	ＪＲ山陽本線東姫路駅前駐車場用地貸付に係る事業者の募集

	所在地
	姫路市日出町三丁目３９番５、５１番７、市之郷字長堤１２３７番４及び
１２３７番５

	添付書類
	１　履歴事項全部証明書（公告日以後に発行された最新のものの原本）
２　印鑑証明書（公告日以後に発行された最新のものの原本）
３　国税（法人税、消費税及び地方消費税）の納税証明書（公告日以後に発行されたものの原本）
4　姫路市税の納税証明書（公告日以後に発行されたものの原本）
⑴  滞納無証明書
⑵  本市に納税義務がない場合は申立書兼同意書（様式第２号）
5　駐車設備を設置する大規模有料駐車場の管理運営実績調書（様式第３号）
6　関連企業申告書（様式第4号）




（様式第２号）
申立書兼同意書


令和　　年　　月　　日


（宛先）姫　路　市　長


申　込　者

住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


　　私は、姫路市が実施するＪＲ山陽本線東姫路駅前駐車場用地貸付に係る事業者の募集の申込に当たり、下記のとおり申し立てます。また、下記申立てについて、姫路市が納税状況を調査することに同意します。調査の結果、申立て内容が事実に相違する場合は、応募資格を喪失する場合があることについて異議ありません。
　　

記


１　法人市民税について、姫路市に納付すべき確定した税金はありません。
　　２　姫路市内に固定資産を有していません。
　　３　姫路市内に居住する従業員又は姫路市内に居住した従業員に係る特別徴収義務者ではありません。
　　４　軽自動車税、特別土地保有税、事業所税、市たばこ税及び入湯税について、姫路市に納付すべき確定した税金はありません。


（様式第３号）
駐車設備を設置する大規模有料駐車場の管理運営実績調書


令和　　年　　月　　日


（宛先）姫　路　市　長


[bookmark: _Hlk211343660]申　込　者

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　


　　平成２７年度から令和６年度までにおける姫路市内で駐車設備を設置する大規模有料駐車場（１施設につき１００台以上）の管理運営実績についての件数は、次のとおりです。
　　
（事業数）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　件




　　（注１）　管理運営実績について
　　　　　　　　様式に記載する管理運営実績は、あくまで事業者が主体的に、利用受付から料金収受等を一貫して管理運営する実績を意味しており、管理運営の主体ではなく管理運営行為の一部のみを担っているような業務は、管理運営実績とは認め難い場合があります。したがって、その実績の趣旨を十分に勘案した上で、記載してください。
　　（注２）　根拠資料について
　　　　　　　　根拠資料も添付してください（任意様式）。


[bookmark: _Hlk211342609][bookmark: _Hlk210288936]（様式第４号）

関連企業申告書（制限付一般競争入札用）
年　　　月　　　日
（宛先）姫　路　市　長
申　込　者

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　


以下のとおり、資本関係または人的関係にある企業について申告します。
また、記載内容については、事実に相違ないことを誓約します。


１　資本関係にある企業　（裏面参照。該当ない場合は「無」に◯をしてください。）
　　「有」の場合は、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。
1 親会社と子会社の関係にある場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
2 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合・・・・・・・・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
	企業名
	所在地
	関連内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	



２　人的関係にある企業　（裏面参照。該当ない場合は「無」に◯をしてください。）
　　「有」の場合は、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。
③　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
④　一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合・・・・・・・・・（　有　・　無　）
	企業名
	所在地
	関連内容
	兼任している
役員の氏名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



３　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 （該当ない場合は「無」に◯をしてください。）
　　「有」の場合は、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。
⑤　組合とその組合員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（　有　・　無　）
⑥　一方の会社の代表者と、他方の会社の代表者が夫婦の関係である場合・・・・・・・（　有　・　無　）
	企業名
	所　在　地
	関連内容
	他方の会社の代表者名
（⑥の場合）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



それぞれ記載欄が不足する場合は、上記内容を記載した別様式を作成し、代表者印を押印のうえ提出してください。



☆　関連企業として申告の必要な企業については下記のとおりです。
姫路市への業者登録の有無に関わらず届出してください。

１　資本関係にある企業
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。
①　親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関係にある場合
②　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

２　人的関係にある企業
以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、③については、会社の一方が更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合は除く。
③　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合
④　一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

３　その他入札の適正さが阻害されると認められる場合
以下のいずれかに該当する二者の場合。
⑤　組合とその組合員
⑥　一方の会社の代表者と、他方の会社の代表者が夫婦の関係である場合

☆　記載内容に変更（該当する役員の解任等）があった場合は、直ちに鉄道駅周辺整備課へ届出してください。

（様式第５号）
入札辞退届


令和　　年　　月　　日


（宛先）姫　路　市　長


申　込　者

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　


ＪＲ山陽本線東姫路駅前駐車場用地貸付に係る事業者の募集について、申込みをしましたが、都合により入札を辞退します。

（様式第６号）
質　問　票

令和　　年　　月　　日
（宛先）姫　路　市　長


ＪＲ山陽本線東姫路駅前駐車場用地貸付に係る事業者の募集要項等に関して、質問を行いたいので、質問票を提出します。


	質疑者
	法 人 名
	

	
	部署
	

	
	担当者名
	

	
	電話
	

	
	ＦＡＸ
	



	資料名
	
	ページ
	

	項目名
	

	質疑内容













注１　質問は、本様式１枚につき１問とし、簡潔にまとめて記載してください。
注２　質問は、電子メールにより提出してください。これ以外の方法（持参、郵送、口頭、電話、ＦＡＸ等）によるものは受け付けません。
注３　令和７年１２月８日（月）正午までに都市局交通計画部鉄道駅周辺整備課必着
	受付番号





（様式第７号）
入　　札　　書
	
令和　　年　　月　　日

（宛先）　姫　路　市　長

　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


（代理人氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　

	　　姫路市契約規則（昭和６２年姫路市規則第２９号）及びこの入札についての関係
　書類を承知の上、次のとおり入札いたします。

	入札金額
	
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百


	十


	円



	件名

[bookmark: _Hlk57114828]ＪＲ山陽本線東姫路駅前駐車場用地貸付に係る事業者の募集

	備　考







〔注意〕　　１　この入札書は長３封筒に入れ、表面に「入札書」と書き、裏面又は表面に「住所、氏名」を記入し封印すること。
　　　　　　２　委任状がある場合は同封すること。その場合は代理人㊞が必要です。
　　　　　　３　金額は１わくに１字ずつアラビア数字で記入し、金額の前に￥をつける
　　　　　　　こと。
　　　　　　４　金額は訂正しないこと。
（様式第８号）
委　　任　　状


令和　　年　　月　　日

（宛先）　姫　路　市　長



　　　　　　　　　　　住　　　　　所
　　　　　　　　　　 名称
　　　　　　　　　　 代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　




私は、　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、次の行為を行う権限を委任します。




１　件名　
ＪＲ山陽本線東姫路駅前駐車場用地貸付に係る事業者の募集　　


２　委任事項　　　上記件名に対する入札に関する一切の件


３　代理人使用印欄

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　㊞






（様式第９号）
暴力団排除に関する誓約書
令和　　年　　月　　日
（宛先）姫　路　市　長
申　込　者

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　

私は、姫路市暴力団排除条例（平成24年姫路市条例第49号。以下「条例」という。）を遵守し、市が行う契約に係る事務その他全ての事務又は事業において、暴力団を利することとならないように、下記の事項について誓約します。
なお、これらの事項に反する場合、契約解除や損害賠償請求等、市が行う措置について一切の異議申立ては行いません。

記

１　姫路市が行う公有財産の処分等の契約からの暴力団排除に関する要綱（以下「要綱」という。）第３条各号に掲げる者（以下「排除対象者」という。）のいずれにも該当しないこと。

２　排除対象者に該当しないことを確認するため、市が所轄の警察署へ照会することに同意すること。

３　前項の照会に当たり、市から要綱第２条第７号に規定する役員等の名簿その他照会に必要な資料（以下「役員名簿等」という。）の提出を求められたときは、役員名簿等が市から所轄の警察署へ提出されることに同意した上で、速やかに提出すること。

４　市と締結した契約又は市から受けた使用許可の履行に当たり、自らが、排除対象者から業務の妨害その他不当な要求を受けたときは、その旨を直ちに市へ報告するとともに、所轄の警察署に届け出て、捜査上必要な協力を行うこと。

５　第２項の照会に対する回答又は所轄の警察署からの通報等の情報を、外郭団体等を含む市関係部局が共有することに同意すること。

姫路市では、姫路市暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
（誓約書裏面）○　姫路市暴力団排除条例（平成24年姫路市条例第49号）（抄）
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
⑵　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
（市の事務及び事業における措置）
第７条　市は、契約に係る事務その他すべての事務又は事業において、暴力団を利することとならないように、暴力団及び暴力団員並びにこれらのものと社会的に非難されるべき関係を有する者を契約の相手方としない等の必要な措置を講ずるものとする。

○　姫路市が行う公有財産の処分等の契約からの暴力団排除に関する要綱（抄）
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
1 暴力団　条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。
2 暴力団員　条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。
3 暴力団関係者　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者をいう。
4 法人等　法人その他の団体をいう。
5 役員　法人等において、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いか
なる名称を有する者であるかを問わず、当該法人等に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。
6 相当の責任の地位にある者　役員以外で業務に関し監督する責任を有する使用人をいう。
7 役員等　法人等にあっては、役員その他経営に実質的に関与している者若しくは相当の責任の地位にある者をいい、個
人にあっては、その者又は経営に実質的に関与している者若しくは相当の責任の地位にある者をいう。
8 公有財産の処分等　地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「地自法」という。）第２３８条の４第１項から第４項
までの規定に基づき行政財産を貸し付け若しくは行政財産に私権を設定し、又は地自法第２３８条の５の規定に基づき普通財産を貸し付け、交換し、売り払い、譲与し、出資の目的とし、若しくは普通財産に私権を設定することをいう。
（契約の相手方からの排除）
第３条　市長は、次の各号に掲げる者（以下「排除対象者」という。）を公有財産の処分等の契約の相手方としないものとする。
1 暴力団及び暴力団員
2 暴力団員が役員として経営に関与している者（実質的に関与している場合を含む。）
3 暴力団員を相当の責任の地位にある者として使用し、又は代理人として選任している者
4 次に掲げる行為をした者を、役員等としている者
　　  ア　自己若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を与えるため、暴力団又は暴力団員の威力を利用する行為
　　  イ　暴力団又は暴力団員に資金的援助等の経済的便宜を図る行為
ウ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認められる行為
（使用許可への準用）
第９条　地自法第２３８条の４第７項の規定に基づき行政財産の使用を許可する場合（以下「使用許可」という。）については、第３条から前条までの規定を準用する。








































